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１．はじめに 

2020 年 10 月，日本政府は 2050 年までに温室効果ガ

スの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュート

ラル」を目指すことを宣言した．現在，日本は年間で

12 億トンを超える温室効果ガスを排出しており，この

目標を達成するために再生可能エネルギーの導入拡大

や省エネルギー技術の革新が求められている１）． 
港湾工事においてもCO2の削減や脱炭素化の実現を

図ることは重要な課題となっている．「港湾工事におけ

る二酸化炭素排出量算定ガイドライン（施工段階編（試

行工事用））令和 5 年 11 月」版には，港湾工事におけ

る CO2排出量削減の方策として，建設機械・作業船の

稼働時における燃料消費量削減に伴う排出量削減に向

けて，作業船のハイブリッド化・蓄電システムの導入

や水素・アンモニア燃料の使用の検討が進められてい

る２）． 
当社は D6,000PS ポンプ浚渫船「第五越後」を保有

し，新潟港をはじめ日本海側主要港湾の泊地・航路維

持事業に携わってきた．ポンプ浚渫では，土砂処分場

が限られる現況においてあらゆる浚渫工事仕様に対応

できるよう，新たに環境対策型作業船「越後９０００」

を建造した（図－１）． 
本報告では，港湾工事における CO2の削減や脱炭素

化への対応として期待される環境対策を施した作業船

「越後９０００」の取り組みについて紹介する． 
 
２．船舶概要 

 環境対策型作業船「越後９０００」（以下「本船」と

いう．）は,船体が全長 56.00m，幅 20.00m，深さ 4.00m，

排水トン数が 1,980t の規模で専用の中継ポンプ船とし

ては大型となる（表－１）．中継ポンプ船は，ポンプ浚

渫船から土砂処分場へ浚渫土砂をポンプ圧送する際，

排送に用いられる排砂管の経路中に組み入れ，中継圧

送することにより排送距離を延伸させ，安定的に土砂

処分場への投入を可能とする船舶である．主機関には

9,000PS のディーゼル機関を搭載し，弾性継手および 

 

図－１ 「越後９０００」全景 
 

表－１ 「越後９０００」主要諸元 

 

全長 56.00 m
長さ 49.80 m
幅 20.00 m
深さ 4.00 m
喫水 2.00 m
排水トン数 1,980 t

主発電機 500 kVA
補助発電機① 400 kVA
補助発電機② 125 kVA

定格出力 6,600 kW
馬力 9,000 PS

排送距離（細砂） 7.0 km
排送距離（シルト） 16.0 km

リチウムイオン蓄電システム 176 kWh
水素燃料発電機　発電能力 60 kW
低周波除去装置付サイレンサー

【中継ポンプ】型式KSP-850DH

【環境対応設備】

【船体主要寸法】

【発電装置】ディーゼル発電機

【主機関】型式12PC2-6V



減速機を介して中継ポンプを駆動する．なお，本機関

はディーゼル機関に適応される国際海事機関（IMO）

の NOx（窒素酸化物）規制対応型である． 
 
３．ディーゼル発電機による船内給電の現状と課題 

従来の船舶では，船内で使用する電力をすべてディ

ーゼル発電機によって賄っており，運転作業中だけで

なく夜間停泊時においても電力供給用に常にディーゼ

ル発電機を駆動させるため，発電に伴う CO2や有害排

気ガス（NOx，SOx）を 24 時間排出しているのが現状

である． 
また，ディーゼル発電機が安定して運転するために

は，最低負荷率を維持する必要がある．使用電力が少

ない場合でも発電機は最低負荷率を維持して発電を行

うため，必要以上の電力（余剰電力）を作り出す．船

内では，この余剰電力が常に発生しており，エネルギ

ーロスが課題となっていた． 
 
４．脱炭素化に向けた取り組み 

 本船は脱炭素化に向けた取り組みとして，リチウム

イオン蓄電システムおよび水素発電機を導入し，ディ

ーゼル発電機とのハイブリッド化を推進した．特に，

夜間停泊時のCO2排出量をゼロにする取り組みを紹介

する． 
 
４．１ 運転中の余剰電力の蓄電および再利用 

本船ではディーゼル発電機の駆動時間を短縮し発

電に伴う CO2や有害排気ガス（NOx，SOx）の排出量

を削減するために，運転作業中のディーゼル発電機

（主発電機または補助発電機）から発生する余剰

電力を蓄えるリチウムイオン蓄電システムを導入

し，夜間停泊時の照明，給水，冷暖房等の生活電力

用に利用する仕組みを構築した（図－２）．搭載し

たリチウムイオン蓄電池の蓄電容量は 176kWh で

あり，一般家庭 1 日あたりの電力消費量（10.5kWh
と想定）の約 16 日分に相当する． 
 
４．２ 水素発電機の導入 

リチウムイオン蓄電システムの補助として，FC
（燃料電池）モジュール（図－３）を使用した水素

発電機を搭載した．FC（燃料電池）は空気中の酸

素と水素カードル（図－４）から供給される水素 

 

  
図－２ 船内の電力供給模式図 

 

 

図－３ FC（燃料電池）モジュール 



との化学反応により発電するもので，CO2 や有害

排気ガス（NOx，SOx）を排出せず水のみを排出す

ることから，環境に配慮したクリーンなエネルギ

ー源である． 
 水素発電機により発電した電力は，生活電力に

利用できるほか，リチウムイオン蓄電池に蓄電す

ることも可能である． 
 
４．３ 船内電力の可視化 

 船内の発電状況および電力使用状況をリアルタ

イムに把握するために「電力見える化システム」を

導入した（図－５）．このシステムは，ディーゼル

発電機（主発電機，補助発電機）および水素発電機

の運転状況やリチウムイオン蓄電池の充電・放電

状況，リチウムイオン蓄電池残量，現在の消費電力

（船内負荷）などの情報をリアルタイムにグラフ

や数値で可視化し，１つの管理画面でまとめて確

認できる．このシステムにより，いつ，どれだけ電

力を消費しているかを把握することで，電力供給

源のディーゼル発電機とリチウムイオン蓄電池，

水素発電機を適切に切り替え，効率的なエネルギ

ー管理を行っている． 
 
５．環境負荷低減効果 

 夜間停泊時の生活電力をすべてリチウムイオン蓄電

池に溜めた電力で賄った場合のCO2削減量を算出した． 
【算出条件】 
補助発電機②（125kVA，50%負荷）の使用時と仮定 
・使用時間：13 時間／日 
・燃料使用量（軽油）：15.4ℓ／時間３） 
・稼働日数：25 日／月 
・燃料の使用に関する排出係数（液体化石燃料－軽

油）：2.62tCO2／kℓ４） 

上記の算出条件より 1 か月に消費する軽油量を計算

すると約 5,000ℓとなる．これにより，補助発電機で夜

間停泊時の生活電力をすべて賄った場合，1 か月あた

り約 13.1t の CO2 排出量となる．したがって，リチウ

ムイオン蓄電池に溜めた余剰電力を夜間停泊時に使用

することで，1 年間で約 157.2t の CO2排出を削減でき

る． 
このリチウムイオン蓄電池に溜めた余剰電力分で

削減できる CO2排出量約 157.2tCO2／年を樹木の吸収 

 

図－４ 水素カードル 
 

 

図－５ 「電力見える化システム」画面 
 

 
図－６ 環境負荷低減効果 

 



により削減しようとした場合，どのくらいの森林面積

が必要になるかを算出した．森林の条件を「樹齢 40 年

の杉の木が 1ha あたり 1,000 本生えている」と仮定す

ると，この森林が 1 年間に吸収できる CO2量は約 
8.8t／ha５）である．これより，本船がリチウムイオン蓄

電池に溜めた余剰電力で削減できる CO2 排出量約

157.2tCO2／年を森林で吸収するためには，約 17.9ha
（17,900 本）の森林が必要となる（図－６）． 
 以上の結果から，夜間停泊時の生活電力をリチウム

イオン蓄電池に溜めた余剰電力で賄う取り組みは，

CO2排出の削減に大変有効であると言える． 
 
６．おわりに 

 本報告では，港湾工事における CO2の削減や脱炭素

化への対応として期待される環境対策型作業船「越後

９０００」の取り組みを紹介した． 
 2050 年カーボンニュートラルの実現を図ることは

社会全体の重要な課題となっており，建設業界におい

ても，港湾工事で使用する作業船舶のハイブリット化

や蓄電システムの導入，水素・アンモニア燃料の使用

など，CO2 削減・脱炭素化に向けた取り組みが加速す

るものと考える． 
 今後も，自社作業船舶の CO2排出量削減に向け，太

陽光や風力等の再生可能エネルギーの活用やハイブリ

ット化による船舶の電化等の方策を検討し，港湾工事

における環境負荷の軽減や脱炭素化への取り組みを進

めてまいりたい． 
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